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◎議案補充説明 
（１）議案第９９号「三重県手数料条例の一部を改正する条例案」 
 

１ 改正理由 

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第 23号）により、建

築基準法（昭和 25年法律第 201号）において新たな許可が規定されたことに鑑み、

許可申請手数料等を整備するものです。 

 

２ 改正内容 

地方都市を中心に人口減少等が進む中で、地域の活性化にむけ、都市再生特別措置

法の改正における一つの柱として、市町が都市計画にオフィスやインキュベーション

施設、集客施設等の特定業務施設等を誘導する「特定業務施設等誘導地区」を定め、同

地区内の誘導すべき用途の建築物の容積率や高さ等の制限を定めることができるよう

になりました。 

このことを受けた、建築基準法の改正において、当該制限の適用除外の規定が設け

られたことに鑑み、許可申請手数料等を整備します。 

なお、手数料は、同等の審査及び手続となる既存の類似する特例許可の申請手数料

と同額の 16万円に設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 条例の施行期日 

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日又はこの条例の公布の日の

いずれか遅い日から施行します。 

特定業務施設等誘導地区で定める制限（容積率、高さ等）の範囲で建築 

特定業務施設等誘導地区の決定（従来の都市計画から容積率・高さ等の制限を緩和・規制） 

特定業務施設等（オフィス、インキュベーション施設、集客施設等）を誘導 

公益施設等、特定行政庁がやむを得ないと認める場合、特例許可が可能 

制限の範囲を超える場合 

条例改正による当該許可手数料を新設 
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◎所管事項
（１）「三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例」に基づく報告について

第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：県土整備部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 同和地区公共下水道事
業助成金

同和地区公共下水道
事業補助金

津市 17,400 県土整備部関係補助金等
交付要綱

下水道事業課

2 木造住宅耐震対策促進
事業費

木造住宅耐震補強等
事業費補助金

津市 24,911 同上 住宅政策課

3 同上 同上 四日市市 38,396 同上 同上

4 同上 同上 伊勢市 23,804 同上 同上

5 同上 同上 松阪市 16,520 同上 同上

6 同上 同上 鈴鹿市 11,781 同上 同上

7 同上 同上 紀宝町 12,046 同上 同上

補助金等の交付実績

2



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：県土整備部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 避難路沿道建築物耐
震対策支援事業費補
助金

リフォーム（拡大） 国の補助事業の拡充にあわせて、昨今の物価高騰に追従
できていない補助限度額算定単価の引き上げを行うととも
に、引き続き避難路沿道建築物の耐震化を促進することを
目的に、事業着手期限の延長を行うことで、補助制度を拡
充した。

建築開発課

2 三重県省エネ住宅導
入促進事業費補助金

新設 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住宅の脱炭素
化と良質な住環境の促進を図るため、ＺＥＨまたはＺＥＨを超
える性能の住宅を建設または購入する者に対し補助を行う
市町に、県が財政的な支援を行う補助制度を新設した。

住宅政策課

補助金等の見直し状況
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